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現代中国の中央・地方関係をめぐる論争

磯　部　　　靖

1．問題の所在

　本稿は，中華人民共和国（以下，現代中国，と略称）の中央・地方関係につい

て行われてきた 1990年代までの研究を総括することを目的とする。具体的に

は，各時期の主要な研究を考察することを通じて，主要な論点，主たる研究対

象，主な研究手法などを明らかにしていきたい。

　さて，この分野では，これまで膨大な数の研究が行われてきた。それゆえ，

紙幅の関係上，それらの全てを本稿において網羅することは不可能である。そ

こで本稿では，原則として，現代中国の中央・地方関係についての研究の進展

に寄与した代表的な研究業績を中心的に取り上げ，この研究分野において，問

題関心や研究手法がどのように変遷していったのかについて考察していきた

い。

　このような原則に従い本稿では，現代中国の中央・地方関係について，政治

学的意義が高いと思われる研究を中心に取り上げていきたい。また本稿におい

ては，中央・地方関係についての研究を対象としているため，地方内政治ある

いは台湾・香港・マカオそのものの分析に主眼を置いた研究は，原則として対

象にしない方針である。なお，本稿において中心的に取り扱われるのは，原則

として，英語圏，中国語圏，日本で発行された書籍であることを付言しておき

たい。

　以上の方針に基づき本稿では，中国の情勢変化と研究の変遷の関連から，以

下の時期区分に従い，代表的な研究を取り上げることを通じて，各時期の中心
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的な問題関心と研究手法について考察していきたい。すなわち，中華人民共和

国建国期から 1960年代末までは「先駆的研究─地方の自律性をめぐる論争」

（第一期），1970年代から 1980年代中期までは「毛沢東時代の地方分権と地方

の自律性─国政における省指導者の役割をめぐる論争」（第二期），1980年代

後期から 1990年代初頭までは，「“趙紫陽時代”の中央・地方関係─組織利

益と複雑な政策過程をめぐる論争」（第三期），1990年代については，「権力移

行期の中央・地方関係─ポスト鄧小平時代の中央・地方関係をめぐる論争」

（第四期）という時期区分に基づき，各時期についての考察を行い，最後に，本

稿の考察を通じて得られた知見を総括するとともに今後の研究課題を提起した

い。

2．先駆的研究─地方の自律性をめぐる論争

　現代中国の中央・地方関係についての先駆的研究が行われたのは，1960年

代後半以降であった。当時は，中国の政治体制についての情報が極めて限定さ

れており，とりわけ中央と地方の間の政策過程がいかなるものであるのかにつ

いてはほとんど解明されていなかった。そのため，全体主義モデルやソ連型社

会主義モデルからの類推で，それまで，現代中国の中央・地方関係は極めて中

央集権的であると一般的には捉えられていた1）。以下，現代中国の中央・地方

関係についての学術的研究の道を切り拓いた先駆者たちの業績を見ていきた

い。

　まず，中央と地方の政策過程や地方の自律性についての先駆的な研究を行っ

たのは，ドーク・バーネットである2）。バーネットは中国内地から香港への亡

命者に対するインタビュー調査に基づき，中央と地方の間で政策が立案され執

行されていく過程を明らかにするとともに，中央による地方に対するコントロ

ールや地方の自律性についても考察した。

　たとえば，バーネットは経済計画策定の仕組みとの関連で，中央と地方それ

ぞれの組織の仕組みと運用実態，機能を明らかにし，業務上，省レベルの行政

機関は中央に情報を上げるため，基層レベルの実態を調査したりする重要な役
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割があると指摘した。また，大行政区，協作区，党中央局などの役割について

も言及し，それらは中央が地方を統制するために必要であると考えられている

がゆえに設置されたとの認識を示した。さらに，中央は地方を二元指導の原則

のもとで統治している点を指摘した意義は高く評価できる3）。

　バーネットの研究により，中央は地方をコントロールしているものの，政策

執行過程においては，地方の自律性も一定程度見受けられる点が明らかにされ

た意義は大きい。それゆえ，中央と地方の政策過程の一側面を明らかにしたバ

ーネットの研究は，中央・地方関係の先駆的研究として高い価値を有してい

る。

　現代中国の中央・地方関係についての先駆的研究として，バーネットに勝る

とも劣らない貢献をしたのは，フランツ・シャーマンである。シャーマンは，

毛沢東時代に行われた地方分権の意義について先駆的な研究を行った4）。ソ連

との比較を交えつつシャーマンは，大躍進運動期の前後に行われた地方分権の

試みは，ソ連モデルからの決別を図る毛沢東の試みの一環であったと論じた。

　シャーマンは，中央・地方関係の分析枠組においても重要な指摘を行ってい

る。例えば，企業レベルにまで権限を移管する分権Ⅰと，地方政府レベルまで

の権限移管である分権Ⅱという概念を，毛沢東時代の中央・地方関係の分析に

援用した。また，中央の地方に対する統制のあり方として，垂直指導と二元指

導という概念を用いて分析した意義は極めて大きい。

　シャーマンによれば，1954年に大行政区が廃止された後，中央政府各部門

は垂直指導を通じて，地方政府に対する過度の統制を行ったが，それを問題視

した毛沢東らは地方分権の必要性を痛感し，前述した分権Ⅱの考えのもとに，

地方党委員会への権限移管を図ったと指摘している5）。とりわけ，大躍進運動

期には，省レベルの党委員会に権限が集中する二元指導体制が出来上がったと

論じた。その背景には，中央政府各部門による過度の垂直指導の結果深刻化し

た官僚主義の弊害を，地方党委員会への権限移管を通じて克服しようという毛

沢東の意図があったとされる。

　ジェームズ・タウンゼントも，現代中国の中央・地方関係について先駆的研

究を行っている6）。タウンゼントは政策過程に関する考察の際に，地方分権の
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意義についても言及している。シャーマンと同様に，タウンゼントは垂直指導

と二元指導の関係について言及するとともに7），現代中国における地方分権と

は地方への権限の委任に過ぎず，状況に応じて，上級機関に権限の回収が行わ

れる点を指摘した8）。また，毛沢東の官僚主義への警戒と地方分権の関係につ

いても言及している。

　エズラ・ヴォーゲルの広東省についての研究は，現代中国の中央・地方関係

についての先駆的ケーススタディとして大きな意義を有している9）。『南方日

報』を初めとする地方紙等に依拠して，広東省における政治動態を詳細に考察

している点は，今日においても高く評価できる。そのほか，この時期，経済の

面では，オードリー・ドニサーンが，計画経済の実施にもかかわらず，中国経

済の分散性は変わっていないと指摘した点は，毛沢東時代における地方の自律

性を考察する上での先駆的貢献であると評価できよう10）。

3． 毛沢東時代の地方分権と地方の自律性─国政における省指導者
の役割をめぐる論争

　文化大革命（以下，文革，と略称）は，現代中国の中央・地方関係についての

研究にも大きな影響を与えた。文革によって，それまで一枚岩とみなされてき

た中央指導者の間に，深刻な利害対立があることが明らかとなった。それにと

もない，政策決定過程におけるアクター間の利害の多元性が想定されることに

なり，中央の政策決定における地方の影響力をめぐって論争が展開されること

となった。なお，この時期は，地方紙に加えて，いわゆる紅衛兵資料なども活

用した研究が盛んに行われた。以下，1970年代から 1980年代中期にかけて展

開された，省指導者の国政における役割をめぐる論争について見ていきたい。

　この時期，中央の政策決定過程における地方の影響力を論じた主要な論客

は，パリス・チャンである11）。チャンは毛沢東時代の政策過程を分析し，政策

をめぐる論争および毛沢東の役割等を検証した12）。チャンによると，政策の変

化は権力闘争と関係しており，指導者間の派閥や地方の動向が，中央における

政策決定に大きな影響を及ぼしたとされる。
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　チャンによれば，政策をめぐっては多くのアクターを巻き込んだ論争があ

り，毛沢東は政策決定において重要な役割を果たしてはいたものの，毛の主導

権は他の中央指導者との関係に制約されていたと論じられる。そのため，毛沢

東は政策の主導権を握るために，地方を動員したと指摘される。たとえば，農

業集団化や大躍進運動の発動に際し13），毛沢東はあえて地方で政策決定にかか

わる重要会議を主宰し，省指導者を動員して他の中央指導者にプレッシャーを

かけ14），政策決定の主導権を握ったとされる。すなわち，毛沢東は最終的決定

権を握ってはいたものの，その最終判断は中央指導者間の論争に影響されざる

を得なかったがゆえに，政策決定の主導権を握るため，省指導者は動員された

と論じられた。またチャンは，このようにして地方は中央における政策決定に

影響を与えているばかりでなく，政策執行過程においても影響力を発揮できる

と主張した15）。

　中央における政策決定過程における地方の影響力を強調するチャンの議論に

対して，フレデリック・ティーブズやヴィクター・ファルケンハイムらは省指

導者の中央に対する受動性を主張した。たとえば，ティーブズは 1950年代後

半に展開された反地方主義キャンペーンについての研究の中で，省指導者は中

央における政策論争の犠牲になり更迭されたと指摘した16）。

　また，ファルケンハイムは福建省のケーススタディを通じて，省指導者の自

律性を検証した。省レベルの権力と権限の分析を経てファルケンハイムは，地

方内の利益の多元性ゆえに，省指導者は地方内の条件に制約されると指摘し

た17）。すなわち，省指導者は中央の政策を執行する義務を負うものの，政策執

行に際しては地方幹部に依存せざるを得ない18）。また，省指導者は中央の代理

人であると同時に地方の利益代表としての属性を有しているが，実際には中央

の代理人としての役割が顕著であるとして，省指導者の自律性の限界を指摘し

た。

　さらに，デイヴィッド・グッドマンらは，チャンは省指導者を一種の利益集

団とみなして，中央における政策決定に対する影響力を強調しているが，省指

導者は総体として決して一枚岩であるわけではないため，民主主義国における

利益誘導政治の研究と同様のアプローチで分析するのは適切ではないと批判し
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た19）。

　以上のように，文革期以降，政策決定をめぐる中央指導者間の論争の存在や

政策決定に対する地方の影響力が議論されてきたが，グッドマンによる以下の

研究は，それらの議論を踏まえて，毛沢東時代の中央・地方関係を分析した当

時の研究の到達点を示しているとともに，今日においても極めて大きな意義を

有している20）。

　グッドマンは中央と省の間の政策過程についての分析を通じて，文革期以

来，中央・地方関係の研究において中心的課題となってきた省の自律性や省の

国政への影響，そして省指導者は中央の代理人か地方の利益代表かという問題

を検証した。具体的には，政策決定をめぐる中央と省の相互作用に着目し，政

策執行過程における地方差と省の影響力を，四川省と貴州省の比較研究を通じ

て考察した。

　以上の研究を通じてグッドマンは，第一に，地方分権をしても省の自律性は

高まっていない，第二に，政策執行過程における四川省と貴州省の差異は，当

地の伝統と条件の影響によるものであり，省指導者の自律性を示すものではな

い，第三に，そもそも中央は省指導者に対して，地方の状況に合わせて政策執

行をする役割を与えているのであって，政策執行における地方差が生じること

自体は中央も容認していたとの結論を導き出した。

　すなわち，グッドマンによれば，1950年代後半から行われた地方分権は，

省指導者の要求により実現したのではなく，中央主導で行われたのであり，そ

れは地方に対する党指導の強化，反地方主義キャンペーン，二元指導をともな

って，地方に対する統制の強化を意図して行われたものであったとされる。ま

た，グッドマンは，従来，農業集団化や大躍進運動の過程における省指導者の

影響力が過大評価されてきたとして，省指導者は毛沢東により動員されたに過

ぎないと論じた。以上のことからグッドマンは，政策執行過程において地方差

が生じたのは，中央が省指導者に対し，地方の状況に合わせて政策執行をする

ことを容認した結果であって，省指導者による中央への抵抗を意味するもので

はないと結論づけた。

　こうして，グッドマンの研究により，文革期以来展開されてきた，毛沢東時
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代の中央・地方関係における省指導者の影響力をめぐる論争に一定の決着が付

けられたと言えよう。すなわち，従来，国政における省指導者の影響力が過大

評価されてきたが，グッドマンは，毛沢東時代の省指導者の中央に対する従属

性を明らかにした。また，グッドマンは，従来，省指導者は中央の代理人なの

か地方の利益代表なのかが議論されてきたが，省指導者は中央における政策論

争に受動的に対応するとともに，毛沢東に動員されたに過ぎないと結論づけ

た。そのほか，グッドマンは，政策執行は地方内の状況に大きく影響されるも

のであり，それゆえ，政策執行における地方差は，省指導者の中央への抵抗の

結果として生じたのではないと指摘した。このようにして，グッドマンは，省

指導者の自律性を過大評価する議論にアンチテーゼを唱えたのであった。グッ

ドマンの研究は，まさに毛沢東時代の中央・地方関係についての研究の到達点

と言えよう21）。

　そのほか，この時期には，ドロシー・ソリンジャーにより，大行政区に関す

る先駆的な研究も行われた22）。ソリンジャーは西南地区の大行政区についての

実証研究を通じて，大行政区が現代中国の国家統合に果たした役割を明らかに

した。また，ケネス・リバサールは，天津における接管工作と中国共産党によ

る支配の浸透過程に関する実証研究を行った23）。中兼和津次は毛沢東時代の社

会主義体制を，ソ連の社会主義体制との比較から，「緩い集権制」と規定し

た24）。

4． “趙紫陽時代”25）の中央・地方関係─組織利益と複雑な政策過程
をめぐる論争

　1980年代以降，中央・地方関係についての研究は新たな段階を迎えた。改

革・開放政策の進展にともない，現地でのインタビュー調査が盛んに行われる

ようになり，ポスト毛沢東時代の中央・地方関係の実態を明らかにする研究が

次々と行われるようになった。その先駆けとなったのがデイビッド・ランプト

ンらによる研究である26）。ランプトンらは改革・開放期以降の政策執行過程に

着目し，地方分権による地方の利益主体化の実態を明らかにした。以下，1980
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年代後期から 1990年代初頭にかけて，欧米の研究者を中心に展開された，中

央と地方の間の政策過程に関する研究とその限界について見ていきたい。

　この時期の代表的な研究成果の一つが，マイケル・オクセンバーグとケネ

ス・リバサールによる著書である27）。彼らは官僚機構に対するインタビュー調

査を駆使して，改革・開放期以降のエネルギープロジェクトをめぐる政策過程

の詳細を明らかにした。すなわち，彼らはエネルギープロジェクトをめぐる官

僚組織間の利害関係や交渉過程を考察することによって，政策過程の複雑な実

態を明らかにしたのである。彼らの研究によって，たとえ中央指導者が政策を

打ち出したとしても，政策は複雑な組織過程を経て執行されるため，当初の政

策意図とは異なる結果がもたらされうるという実態が明らかにされた意義は大

きい。

　こうしてオクセンバーグとリバサールは，改革・開放期の政策過程はトップ

ダウンでもボトムアップでもなく，官僚機構の影響，組織間の利害関係が重要

であるとの主張を展開したのである。彼らの研究により，中央指導者の役割が

相対化され，中央における組織間の利害の多元性が明らかになった。また，政

策をめぐっては，中央と地方の間の交渉は存在するものの，中央も地方もとも

に多元的で複雑な利害を抱えた組織体であるため，中央対地方という単純な構

図で捉えきることはできない実態を明らかにした28）。このように，改革・開放

期以降の政策過程における組織間の権限の分散的構造を明らかにした点は高く

評価できる29）。

　この時期の研究の集大成とも言えるのが，ケネス・リバサールとデイビッ

ド・ランプトンらによる著書である30）。彼らも前述の研究と同様に，官僚機構

に対するインタビュー調査を駆使した事例研究を行った。オクセンバーグらの

研究の対象は，エネルギープロジェクト等に限定されていたが，同書の研究対

象は様々な分野にも及んでおり，より包括性が高まったと評価できよう。

　それらの事例研究を踏まえてリバサールらは，改革・開放期以降の政策過程

を分析する枠組として，分散的権威主義モデルを提起した。それは，改革・開

放期以降の組織間の複雑な政策過程を捉える分析枠組であり，組織間の交渉過

程や相互作用31）に焦点を当てるものである32）。
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　その一方で，分散的権威主義モデルの根拠として扱われている事例は，経済

官僚機構等に偏っていることやポスト毛沢東時代の変化の側面に偏り過ぎてい

て，毛沢東時代からの連続性や二元指導体制の存在を十分に踏まえているとは

言い難い。また，インタビュー調査が行われたのが，いわゆる“趙紫陽時代”

の比較的開明的な時期であり，天安門事件以降の引き締めが強まった時期やい

わゆる保守派とされる指導者の影響力の強さを踏まえた場合，分散的権威主義

モデルはどれほど有効であるのかを検証する必要がある。

　この時期，スーザン・シャークも，改革・開放政策の展開過程における地方

の役割を強調する研究を行った。たとえばシャークは，毛沢東と同様に鄧小平

も，中央で主導権を握るために地方分権をして，地方の支持を獲得する戦略を

用いたと主張している33）。その根拠としてシャークは，省党委書記は党中央委

員を兼務している場合がほとんどである点を強調している。すなわちシャーク

は，党中央委員を兼務しているがゆえに，省党委書記は党中央における政策決

定に大きな影響力があるとの認識に基づき，鄧小平は政策の主導権を握るため

に，地方分権を行うことによって，省党委書記らと改革・開放政策を推進する

ための“同盟関係”を結んだと主張したのである34）。またシャークによれば，

趙紫陽は改革・開放政策を推進するに当たり，地方分権をして地方との“改革

連合”を作ったとされる35）。さらにシャークは，地方政府は企業の支配権を握

っているがゆえに，改革・開放政策の推進を主導する存在であったとも主張し

ている36）。

　しかしながら，シャークが提起した，鄧小平と省指導者の“同盟関係”や趙

紫陽と省指導者の“改革連合”というような見方は，省指導者の役割を過大評

価していると思われる。省指導者は総体として決して一枚岩ではないし，省指

導者は鄧小平や趙紫陽らと“取引”をするような関係にはなく，あくまでも鄧

小平や趙紫陽が政策の主導権を握るために動員されたに過ぎないとみなすべき

ではなかろうか。

　シャークの主張の論拠となっているのは，いわゆる“趙紫陽時代”の経済官

僚機構に対するインタビュー調査であり，その有効性は限定的であると言わざ

るを得ない。とりわけ，改革・開放期以降も，従来通り二元指導体制は厳然と
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して存在しているにもかかわらず，シャークは中央政府各部門による地方に対

する干渉や権限回収，さらには引き締め政策の実態を考慮に入れていないた

め，その主張は一面的なものとなってしまっているのではないかと思われる。

　シャークは市場経済化についての中ソ比較研究を行った際にも，中国の改

革・開放政策の展開過程における地方の役割を強調している37）。すなわち，シ

ャークは，市場経済化の過程で，ソ連が崩壊した一方で，中国は経済発展を成

し遂げた理由として，中国がソ連型の計画経済から社会主義市場経済へ移行す

る過程で，鄧小平が地方分権をして，省指導者の協力を得て改革を進めていっ

た戦略が成功の秘訣であったと主張している38）。要するに，シャークは，鄧小

平が地方分権を行い，地方と“同盟関係”を形成したことを重視したのであ

る。

　しかしながら，シャークの議論は，やはり省指導者の役割を過大評価してい

ると言わざるを得ない。鄧小平と省指導者の間に“同盟関係”が存在していた

のであれば，なぜいわゆる保守派が巻き返して引き締め政策を実行できたのか

という点に関して，シャークは何ら言及を行っていない。シャークの議論は，

中央の政策形成における地方の影響力を重視しているという点で，前述のパリ

ス・チャンの議論の系譜に位置すると言えよう。

　一方，ドロシー・ソリンジャーは，武漢市の計画単列市への移行をめぐる政

治過程を分析する中で，中央，湖北省，武漢市の間で，権限の再配分をめぐっ

て激しい利害対立が生じていた実態を明らかにした39）。とりわけ，湖北省は，

武漢市が同省と同等の経済権限を行使することに対して抵抗を示していた実態

を解明した点は興味深い。すなわち，ソリンジャーは武漢市の計画単列市への

移行をめぐる組織間の利害対立を明らかにすることを通じて，改革・開放期以

降も，依然として二元指導体制は堅持されており，各種の政策執行はそれに規

定されていた実態を論証した点は評価に値する。当時の研究の多くが，地方分

権により地方の権限が強まり，中央の影響力が弱まったというゼロサム的思考

のもとで議論を展開していたことを考えると，ソリンジャーの研究は今日的意

義を失っていないと言えよう。

　換言すれば，当時の研究の多くは“趙紫陽時代”の改革ムードを反映して，
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改革・開放期以降，地方分権が行われ，地方の影響力はより強まっていくとい

う前提で議論を展開していたが，現実には，依然として二元指導体制は厳然と

堅持されており，中央政府各部門は恣意的に地方に対して権限の回収や引き締

めを繰り返していた実態が看過されていたという限界を有していた。

　このようなムードの中，ヴィヴィアンヌ・シューは一種独特の文体を駆使し

て，中国社会の分散的特質を強調するエッセイを発表した40）。シューの議論は

中国社会の分散性を強調する点において，1960年代に前出のオードリー・ド

ニサーンが提起した議論の系譜に位置づけられよう。

　一方，この時期，毛沢東時代についての研究において，フレデリック・ティ

ーブズが内部資料である『中共党史教学参考資料』41）を用いて，高崗・饒漱石

事件の詳細を明らかにした著書は，今日においても高く評価できる42）。また，

アニタ・チャンらはインタビュー調査に基づき，文革期を中心とした基層レベ

ルの政治動態の詳細を明らかにした43）。

　この時期，日本においても中央・地方関係についての関心が高まり，本格的

な専門書が出版された44）。そこでは，当時の第一線の研究者たちが，それぞれ

の観点から中央・地方関係の解明に取り組んだ。その中でも，とりわけ上海市

の財政をめぐる中央・地方関係についての毛里和子による研究45）および北京市

の開発をめぐる中央・地方関係についての国分良成による研究46）は，日本にお

けるこの分野の先駆的研究として今日においても高く評価できる。

5． 権力移行期の中央・地方関係─ポスト鄧小平時代の中央・地方
関係をめぐる論争

　1980年代は，“趙紫陽時代”の開明的な雰囲気を反映して，改革・開放政策

のもとで地方分権が行われ，中央集権的な支配体制が次第に変容していくであ

ろうという暗黙の前提のもとで研究が行われていたきらいが強いが，1990年

代以降は，ポスト鄧小平時代の中央・地方関係をどう捉えるか，天安門事件後

の引き締め政策や再集権化の動きをどう捉えるかということが大きな課題とな

った。以下，来たるべきポスト鄧小平時代を見据え 1990年代に展開された，
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中央・地方関係をめぐる論争について見ていきたい。

（1）欧米における研究の停滞

　“趙紫陽時代”の中央・地方関係の研究において，前述したように，欧米の

研究者たちは多くの意義ある研究成果を上げた。しかしながら，趙紫陽の失脚

後一転して，地方に対する引き締め傾向が強まるとともに，事態の推移に失望

してか，多くの研究者は沈黙を余儀なくされた。すなわち，“趙紫陽時代”に

おける経済官僚機構へのインタビュー調査に基づき考案された先述の分散的権

威主義モデルについて言えば，改革・開放期以降の地方分権の影響を過大評価

していた問題が明らかとなり，鄧小平亡き後の中国はなぜ分裂しないのかとい

う現実に対しては，学術的に有意な分析枠組とはなり得ず，多くの研究者は沈

黙を余儀なくされたのであった。

　前述のように 1980年代に極めて学術的意義の高い研究成果を上げていたデ

イビッド・グッドマンは，ジェラルド・シーガルらとともに，1990年代以降

も，中央・地方関係についての研究を発表したが，地方の経済的自律性の高ま

りが，なぜ政治的自律性の高まりにつながらないのかという問題について学術

的に有意な分析枠組を構築できず，現状の描写に終始するのみであった47）。

　それ以外にも，タイトルは魅力的ではあるけれども，内容的には羊頭狗肉と

言わざるを得ないような研究がいくつか発表はされたが，それらの研究の中で

は，地方分権により地方の経済が発展したとの現状追認がなされるのみで，何

ら学術的に有意な新奇性のある知見は提起されなかった48）。

　このように，政治分析の面では停滞傾向が著しかったが，経済分析の面で

は，いくつかの新しい試みが行われた。それらは，経済学の知見を中国経済の

分析に援用するものであった。たとえば，新制度派経済学者のワインガストら

は，改革・開放期以降の中国経済を中国式市場保全型連邦主義という分析枠組

を用いて考察した49）。それは経済学における財政連邦主義研究の系譜に位置づ

けられるものであり，地方分権と市場経済化による経済発展を肯定的に捉える

ものであった。確かに，財政連邦主義と中国経済を結びつけた点は興味深い

が，ネーミングの話題性はあるものの，導き出された知見に学術的に有意な新
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奇性は乏しく，話題先行であったと言えよう。

　ジーン・オイは地方指導者と地方の経済発展の関係の分析に合理的選択モデ

ルやコーポラティズムの考えを援用し，地方政府コーポラティズムという分析

枠組を提唱した50）。地方指導者の分析に合理的選択モデルを援用する手法は，

その後も，多くの研究者に踏襲されることとなった。

　以上のように，ポスト鄧小平時代の中央・地方関係についての欧米における

研究の停滞傾向は明らかであった。当時，現代中国の中央・地方関係について

の論考が『チャイナ・クウォータリー』誌に掲載され，この時期の欧米におけ

る研究成果についての総括が行われたが，そこでは先行研究の分類がなされる

のみで，提起された知見に学術的に有意な新奇性はほとんど見受けられなかっ

た51）。

（2）地方主義批判

　この時期から，中国における研究の存在感が増してきた。たとえば，1980

年代末以降中国では，“趙紫陽時代”に行われた地方分権を批判する議論が盛

んに展開されるようになった52）。そうした議論の中では，過度な地方分権によ

り「地方保護主義」や「諸侯経済」の問題が深刻化したとして，地方に対する

引き締め強化や中央への再集権を正当化する主張が展開された。

　その代表的な主張は，『国家能力報告』の中で展開されている53）。そこでは，

財政請負制により，中央財政が弱体化するとともに，地域間の経済格差が拡大

したとして，この状態を放置しておいたなら，ユーゴスラビアのように国家分

裂の危機を招く恐れがあると警告し，中央財政の強化を初めとする再集権が正

当化された。同書の著者である王紹光と胡鞍鋼は，それ以外にも，『中国下一

歩』，『分権的底線』，『中国：不均衡発展的政治経済学』などの中で，同様の主

張を展開した54）。このような趣旨で，辛向陽55）や薄貴利56）らも“趙紫陽時代”

に行われた地方分権を批判し，再集権を正当化した。

　これらの論者の主張には，当時，江沢民政権が推し進めようとしていた分税

制の導入を初めとする再集権の動きを正当化する意図が明白であった。すなわ

ち，それらの研究は再集権を正当化するためのデータにより立論が行われてお
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り，極めて強い政策志向を有したものであった。その一方で，それらの研究に

は政策過程の具体的かつ実証的な分析が欠如しており，この種の研究に共通す

る限界を有していた。

　以上のように，当時，中国における研究は極めて政治色の強いものであった

が，学術的に意義のある研究成果も生まれつつあった。たとえば，市場経済化

以降も厳然として存続している二元指導体制に関する研究57），市場封鎖に関す

る研究58）や省制に関する研究59）等は，中央・地方関係についての中国での学術

的研究の萌芽を象徴するものとして評価できよう。そして，中国における中

央・地方関係についての先駆的研究として，今日においても高く評価されてい

るのが，林尚立による政府間関係についての研究である60）。

　一方，同時期に，中国本土以外に拠点を置く中国人研究者による研究成果も

注目を集めた。たとえば，呉国光と鄭永年は改革・開放期以降の地方分権によ

る地方の影響力増大が民主化につながるとする主張を展開したが61），後に転向

した。厳家其も民主化との関連で連邦制に関する構想を発表した62）。

（3）研究の転換点

　1990年代前半は，ポスト鄧小平時代の中央・地方関係をいかに評価するか

について，欧米では沈黙が続き，新奇性のある研究はほとんど見受けられなか

った。また，中国においては，中央・地方関係についての研究は増えていたも

のの，当時，江沢民政権が推進しようとしていた再集権を正当化するための議

論が主流を占めていた。

　こうした中で，1990年代後半に入ると，ポスト鄧小平時代の中央・地方関

係を学術的観点から捉え直そうとする研究成果が現れるようになった。その代

表的なものはヤーシャン・ホワンによる研究である63）。従来の研究は経済の側

面から，改革・開放期以降，地方分権が行われて中央は弱くなったと主張して

いたが，政治的側面を見ると，中央は依然として強い権限を有している点に，

ホワンは着目した。このような観点からホワンは，インフレーションに対する

コントロールを事例として，中央による地方への統制の仕組みを考察した。

　ホワンは新制度派経済学の理論的枠組に依拠しつつ，改革・開放期以降，経
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済の過熱や地方保護主義の問題が起こったにもかかわらず，なぜ中央は地方に

対する引き締めが可能で，中国は分裂しないのかという問題に対する仮説を提

起した。すなわち，ホワンによれば，中央は地方幹部に対する人事権や分税制

による財政面での統制権を有しているため，地方主義の問題の深刻化にもかか

わらず，中国は分裂しなかったと主張した。また，ソ連と違い中国では，地方

に対する政治的コントロールが維持されていたため，国家の分裂を招くことな

く市場経済への移行も可能であったとしている。従来，“趙紫陽時代”に関す

る研究が，改革・開放期以降の地方分権により，地方の自律性が高まったとい

う側面を強調する一方で，その後の研究は，江沢民政権による再集権の動きを

いかに捉えるべきか戸惑っていた点を踏まえ，ホワンは，改革・開放期以降の

地方に対する政治的コントロールに焦点を当てた点は評価できよう。

　しかしながら，従来の研究と同様にホワンも，改革・開放期以降の地方分権

により，中央のマクロコントロールが弱くなり，地方が強くなったという認識

は共有しており，中央と地方の関係をゼロサム的に捉えている。それと同時

に，ホワンの研究もまた，中央はマクロコントロールを行おうとする一方で，

地方は自らの利益追求を図るというような「中央・地方二元論」的な見方にも

囚われている。

　そのほかホワンは，中央は人事権を行使することによって，地方を統制して

いると指摘しているが，実際のところ，中央の人事権が直接及ぶのは省指導者

レベルまでであり，基層レベルに対しては間接統治に過ぎない点を看過してい

る。こうしたことから，ホワンは地方を一枚岩と見なし，地方内における省指

導者の統制力を過大評価していると言わざるを得ない。それ以外にも，ホワン

は新制度派経済学の知見に依拠して，中央・地方関係の展開を企業家型地方指

導者モデルによって説明しているが，地方指導者が現実に直面している状況は

極めて多様であり，中央・地方関係を考察するにあたっては，地方指導者全体

を同質のものとして仮定し分析するだけでは大雑把過ぎて，複雑な現実を捉え

切れないであろう64）。

　江沢民政権は人事権を行使して地方に対する統制を強めたとする主張は，呉

国光も強調した65）。たとえば，呉は 1990年代後半以降の中央・地方関係につ
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いて，「中央は，人事面での統制権，任命権を強めた」66），「人事任命の主導権

を再び取り戻した」67），「政治統制を強化した」68），地方の「中央に対する発言

力が低下した」69）等の主張を繰り返し，江沢民政権は地方に対する統制強化に

成功したとの議論を展開した。

　しかしながら，中央はもともと地方に対する人事権を有しており，1990年

代後半以降，にわかに人事面での統制権や任命権を強めた，あるいは地方に対

する人事任命権を回復したというような捉え方は適切ではなかろう70）。また呉

は，1990年代後半以降，地方の中央に対する発言力が低下したと指摘してい

るが，それは単なる印象論に過ぎないのではなかろうか。仮に，呉が主張する

ように，1990年代後半以降，中央は人事権を行使して，地方に対する統制を

強めることに成功したというのであれば，その後も，なぜ地方保護主義や不動

産バブルなどの問題が後を絶たないのか説明できないのではなかろうか。呉の

主張には，前著からの大きな転向が見受けられるが，その背景には，呉自身の

研究スタイルとして，現状の後追いに終始し，確固とした分析枠組を有してい

ないからこそ，状況の変化により視点がブレてしまう問題があるのではなかろ

うかと思われる。

（4）日本における関心の高まり

　この時期，日本においても，中央・地方関係に対する関心が大いに高まり，

数多くの研究成果が発表された。たとえば，趙宏偉による研究は，中央・地方

関係を政治学的視点から扱った単著としての先駆的意義がある71）。その一方

で，趙は中央・地方関係を「重層的集権体制」という名称で捉えているが，そ

こで展開されているのは，フランツ・シャーマンが大躍進運動前後の地方分権

と省レベルの党委員会への権限集中を論じた際の議論と酷似しており，その意

味から学術的新奇性を見い出すことはできない。たとえば，大躍進運動期に，

地方党委員会による一元的指導の確立によって，重層的集権体制が成立したと

する見方72）は，シャーマンがはるか以前に展開している。また，地方主義批判

が叫ばれていた当時の時代的雰囲気を反映してか，地方党委員会への権限の集

中や省指導者の役割が過大評価されている。趙の主張では，大躍進運動期の地
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方分権や改革・開放期以降の地方保護主義の背景を説明できたとしても，その

後に行われた中央政府各部門による権限回収や引き締めの強化を捉えることが

できない。すなわち，趙の中央・地方関係の捉え方は，趙が言うところの「ヨ

コ集権」に偏り過ぎた一面的な見方であり，二元指導体制の下で厳然として存

在している縦割り統制の強さを等閑視しているという限界がある。

　『現代中国の政治変動 4：政治─中央と地方の構造』は，1990年代までの

日本における現代中国の中央・地方関係についての研究の集大成と言えよ

う73）。その中では，多くの研究者が，それぞれの観点から現代中国の中央・地

方関係を分析しており，当時の日本の研究水準を知る上で極めて貴重な研究成

果である。編者である天児慧は，現代中国の中央・地方関係についての研究に

おいて，先駆者として極めて重要な貢献をしてきた74）。高原明生も独特の視点

から，現代中国の中央・地方関係についての研究の発展に寄与してきた75）。そ

のほか，1992年に上梓された『華南経済圏』は，経済的側面から地方の役割

を多角的に分析している76）。

　この時期，毛沢東時代の中央・地方関係についての研究にも進展が見られ

た。例えば，毛里和子の上海市についての研究は，毛沢東時代の中央・地方関

係の実態を明らかにする上で重要な貢献をした77）。また，この時期，前述の

『中共党史教学参考資料』や薄一波による回顧録78）により，毛沢東時代の政策

決定過程がより詳細に明らかになったことを受けて，農業集団化79），協作

区80），大行政区81）そして高崗・饒漱石事件82）などについて，中央・地方関係の

観点から新しい知見が提起された。

（5）研究の到達点

　この時期は，鄧小平亡き後に中国は分裂するのではないかとの問題意識か

ら，全世界的に，中国の中央・地方関係への関心が高まった。その一方で，こ

の時期の研究の様々な問題点も明らかになった。たとえば，中央集権と地方分

権をめぐるサイクル論の限界を指摘できよう。すなわち，従来，毛沢東時代は

中央集権が基調であったが，“趙紫陽時代”は地方分権が推進され，江沢民政

権下では再集権が行われたと捉えられていたが，その後も，地方保護主義や不
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動産バブル等の問題は解決されておらず，こうしたことから，胡錦濤政権以降

の中央・地方関係は中央集権的なのか地方分権的なのかという問題設定自体が

意味をなさなくなってしまったと思われる。

　また，この時期の研究は，江沢民政権の動向への距離感によって規定されて

いたとも言えよう。たとえば，“趙紫陽時代”の地方分権に強い思い入れを抱

いていたと思われる欧米の研究者たちは，趙紫陽失脚後の引き締め政策に失望

してか，江沢民政権下で推進された再集権を捉えるための何ら有効な分析枠組

を見い出すことができなかったのではないかと見受けられる。

　一方，中国本土においては，いわゆる“御用学者”たちが，江沢民政権が推

進しようとしていた再集権を正当化するための議論を展開し，極めて政策志向

が強く政治色が濃厚な研究が主流を占めていた。日本においては，鄧小平亡き

後の中国は分裂するのではないかとのジャーナリスティックな問題関心から，

中央・地方関係の行方に関心が集まったが，多くの場合，現状分析に偏り，学

術的に有意な分析枠組を生み出すことはできず，事象の後追いに終始していた

きらいが強い。

　このような状況下，従来の研究の問題点を克服すべく，画期的な研究がリン

ダ・リーによって行われた意義は特筆に値する83）。リーは，中央は地方を統制

するのに余りある軍事力や人事権を有しているにもかかわらず，なぜ地方主義

の問題を根絶することができないのかという問題意識のもと，従来の研究は中

央と地方の関係をゼロサム的に捉えていたり，中央の視点から地方主義を批判

することに終始してきた問題があったと指摘した。以上の点を踏まえてリー

は，中央と地方の関係はノンゼロサム的であり，中央の視点ばかりでなく地方

の側からの視点も考慮しなければならないと主張した。また，従来の研究で

は，地方内の利益の多元性をややもすると捨象して分析が行われていたため，

議論に混乱が生じていたとして，分析対象を中央と省（直轄市を含む）の関係

に絞り込み論点を明確化することを目指した。

　以上の認識に基づきリーは，中央と省の関係は相互作用的プロセスであると

の観点を提起した84）。具体的には，改革・開放期以降の広東省と上海市におけ

る改革・開放政策の展開をケーススタディとして，両者の差異は中央にとって
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のそれぞれの位置づけの違いを反映しているという主張を展開した。つまり，

改革・開放政策の推進過程に見られる広東省と上海市の差異は，改革・開放期

以降，地方分権が行われ両者が中央に対抗するようになった結果として生じた

のではなく，あくまでも中央が主導権および決定権を有していて，両者は中央

の意向に従って改革・開放政策を推進し，その結果として差異が生じたに過ぎ

ないという実態を，リーは明らかにしたのである。言い換えれば，中央から与

えられた役割を，広東省と上海市は果たそうとしていたのであり，そのために

中央も両者に裁量権を与えて支援したのであったと，リーは強調した。以上の

考察を踏まえてリーは，中央集権か地方分権かというゼロサム的な見方を排し

て，中央と省との関係は相互作用的であるとの結論を導き出した。

　リーのこの研究は，従来の欧米の研究を止揚した到達点と位置づけられよ

う。その意味で同書は，まさに記念碑的研究であると言える。1990年代は，

ポスト鄧小平時代における中国分裂の可能性や地方主義批判をめぐって，中

央・地方関係についての研究は概ね展開されてきたが，そのようなジャーナリ

スティックな問題関心に基づく研究は，1997年に，鄧小平死去，香港返還，

第 15回党大会を経ても，中国が大混乱に陥ることがなかったため，次第に退

潮していった。こうした状況下，1998年に，リーのこの画期的な研究が発表

されたことは，まさに現代中国の中央・地方関係についての学術研究の再出発

を意味する転機であったとも言えよう。

6．結語

　以上，本稿では，現代中国における中央・地方関係について，1990年代に

到るまでの研究を概観することにより，各時期に展開された論争点や研究手法

を明らかにしてきた。たとえば，1970年代までは，資料的制約が大きい状況

下，欧米の研究者が主体となり，地方の自律性や国政への影響力をめぐり議論

が展開された。とりわけ，文化大革命以降は，中国政治における多元性を探求

すべく，地方の自律性への関心が高まった。1980年代から 1990年代初頭にか

けては，改革・開放政策の展開にともない資料へのアクセスが改善し，現地調
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査の機会も増加したことにより，政治過程論を援用した研究が増加した。とり

わけ官僚機構の役割について，欧米の研究者が質の高い実証研究を積み重ね，

研究の進展に大きく貢献した点は特筆に値する。1990年代以降は，中国にお

ける研究が増加したが，その多くは江沢民政権の意向を反映し地方主義批判を

展開するためのものであった。日本においても，ポスト鄧小平時代における中

国分裂の可能性への関心から，中央・地方関係に対する注目が高まったが，こ

の時期の研究は概ね「集権 ─分権パラダイム」に依拠したものがほとんどであ

った。

　以上を総括すると，現代中国における中央・地方関係についての研究の主要

な論点は，地方の自律性をいかに捉えるべきかということであったと言えよ

う。例えば，毛沢東時代は，地方の自律性が国政にいかなる影響を与えていた

か，改革・開放期以降は，地方分権により高まったとされる地方の自律性によ

る国家統合への影響はいかなるものであるのかという点が議論されてきた。そ

の一方で，ほとんどの研究は，「集権 ─ 分権パラダイム」から抜け出せないと

いう問題を抱えていた。

　今後の研究課題として，2000年代以降の研究の展開については，機会を改

めて論じたい。
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